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1 マ ルチ面法 とは何か

11 歴 史と社会問題

マルチ商法は法律によi)てrl格に規制されている

「終局において位綻す本き性質のものであるJ,「いたす

らに関係者の射幸心をあおるに 「加入キの相当部分に経

済的lfl央を与えるに■るJ, この 3点 が無限道抽語(ネズ

ミ講)と共SEしておりⅢ特定的取どに関する法住(以下,

特商法)による行為規制は実質的活動挙止であるといわ

れるい し かし,商 品および消費型舎員の存在,報 酬デ

ランの多様性Ⅲ フ ランチャイズや■用者活用方式とのヽ

界線の問題など,進 鎖販売取'全 面奈止を阻む要因も千

在する

日本は世界でも1)2を 争うマルチヽ法大国である

経済Ff☆省が市回データ′`ンクに客託してまとめた 「平

成 1,年度連鎖破売取]実 ほ調苦報告書Jに よれば,罰

査対象事業者(企業概要のある288社)の年間で売上は約

1兆 1000億 円,全 員数の合計(図答を得られた90社 の

単lt合計)i約 2200万 人である。 会 員種別は不切で

あり、販売 勧 話市勁をしない消昔型会昴も|1当数合=

れる可吉'":が高いが,売 上高 会 員数とも,無 視できな

い大きさになっている 一 方でマルチ高法は消費千問題

を取う機関や団体などではな宮(忠徳)商法の代表とさ

れ,一 般社会 1の 培張関係がヽい商とでもある

マルナ高法が本tlr的に日本に L陸 したのは1970年代

初頭である lH引 な勧あや販売方法などが深″Jな社会問

題となりす19F6年、訪問販売などに関,る 法律けメ下)

訪gr7ゼ中において連Tr敗売取引として定長され、働誘な

どの行為が規制対象となった 法 改正を亘わた後,2000

年に訪販法の内容が一千「改正されて特商志となり(2111

年 6H施 行). この際に特定1負担 (入会金等)の下限規定

が相反された

現在 「マルチ高法に 「マルチ!が い高法J,「マルチ

商苫よがいJな どの言末の用法に多少の混|しが見られる

がⅢその理由の つ に 2ooo年の法改正がある こ の改

止までは特定負担 2万 円以 卜のものが遠鎖販売取引

(―マルチ高法)とされていた そ のため同rFの販売シス

テムであっても入全金などを2万 円未前に打え 「我が■

は連鎖販売取'に 該当しないのでマルナ商法ではないJ

と主張する企業が,在 した 対 して,特 定負迪がどうて

あれ販売システムそのものが地える本Fl的問題は同じで

あるとi張 ●る側は こ うした↑半やその高法と 「fル

チまがい南法Jと 呼んだのである と ころがⅢ こ の改正

以降は特定負担が 2万 円未満であっても連鎮販売取引

(マルチ高法)に該当することになり 「 マルナ前世IJ,

「マルチまがい南せ||と いう言葉の意味は変化した 1克

に近年)投 資許攻やネズミ討などの連法組織を語る際

に“マルチ尚法に見せかけたt古 な高法とい,た 意IFl台

いで 「マルチ高法まがい |と いう言套`使 川されるよう

になっている

12 マ ルチ商法の定義

マルチ高法は元来 MHId Levd Marketng(MLM

多略層販売方式)の略である よ ってマルチ 苅と 一

MI Mで ありぅFt待上の概念 陛 鏡販売取引Jも これら

と同義であるとの見解が最も一般的である し かし,這

鎖販売取引の二字企業や販売「4などは,マ ルチ由Ftとい

う言=の 持つダーティなイメージを切(い、この高法を

「MLMJ、 「ネット,一 クビジネスト 「コミェ‐ケーシ

■ンビジネスJな どとTFすること, 多`い

中でも 「ネット,一 クビジネスJは 最 もよく耳にす

る 従 来は通信ネットワーク(網)とその関達ビジネスを

意味する言葉であったが,マ ルナ商法関係■がこの吉責

を使い始めるようになったことで,通 信業外側が関連名
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称の見直しを迫 られた例 もある勁 「ネットピジネスJ

と混同しやすい。元来の英語の意味と異なる, との指摘

もあるり

2008年 秋,国 会議員へのマルチ商法業者からの献金

問題がマスコミを振わせた そ の際の報道を見ると,ヤ

スコミ各社も一般的見解同様 「ヤルチ高法―MLNl虫 達

鎖販売取引―ネットワークピジネス」との扱いで概ね一

致している ま た。業界詰 「月千Jネ ットワークビジネ

ス」2008年 11月 号でも,「『連al販売取引―ネットワー

クビジネス(その他,呼 称多数)=マ ルチ南法Jで あるこ

とを認識しておかないと,竹 南法達反で罰せられること

もある(楽止行為の不実告知)ので認識を改めなければな

らない。Jと 販売員に注意を促している

本稿においても,「マルチ高法―MLM=遵 鎖販売取

引―ネットワークビジネスJと 扱うことにする

2 マ ルチ高法問題の現快

近年の情報 ヒの波はマルチ高法とその被者対策に大き

な影響を与えている イ ンターネット系南材の登場すイ

ンターネット掲示板や電子メールなどを利用した勧話,

ヨンピュータシミュレーションを駆使した報副プランの

策定などは,販 売 報 酬システムの分類や解析を一層困

難にしており,被 害対策の障壁になっている

21 南 材の変化

マルチ商法は南材としてインターネット系の機器やサ
ービスをいち早く取り入れたり,電 子メールやインター

ネットを駆使した新規会員の勧誘活動なども活発に行っ

ている

これらの中には,例 えば 「ホームページ(HP)の スペ

ースをレンタルさせる権利Jの ように実際には無価直な

ものを南材として使うケースが多発しており,ネ ズミ講

との区別お章つきにくくなっている 「OO門 備ける方法J

などの情報商材の中にもマルチ高法やネズミ講の勧誘が

目的のものがある ア フィリエイトなど,イ ンターネッ

トの普及とともに登場した新システムをえU用した手日も

次々に登場している

22 プ ロ会員の台頭

々に 「マルチ高法は胴元(主幸企業)だけが備かるJな

どと言われてきたが,近 年はプロ会員が力を持つように

なってきており,状 況が変化している

プロ会員とは,多 数の下部会員を紹介できる人脈をも

つ会員であり,マ ルチ高法などの組織を渡 り歩いてい

る 新 規にマルチ南法組織を立ち上げる際には有力なプ

ロ全員の取り込みがその企業の成否を決定することもあ

るといわれる そ うしたブ,会 員が自ら新組織の経営に
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マルチ商法の主要報酬プラン

柔り出すこともある プ ロ会員の分裂と増加を図 1に示

す 今 後もプロ会員の動きには十分な注意が必要であ

る

23 報 酬プランの寝細 し

最近のマルチ高法はヨンピュータシミュレーションを

駆使して組織や報酬プランを策定するようになり,複 雑

なプラン策定を請負う専門業者も登場している

これまでの調査などりに基づき,主 要な報酬ブランを

図2に示す 組 織や報酬ブランの複雑化は,マ ルチ商法

組織の経営者やプ,全 員と一般消費者 末 端販売員との

情報格差を夏に広げている こ うした報酬ブランの複雑

化により,マ ルチ高法とネズミ講の区別がつきにくくな

つている実態もある

3 勧 誘限界説の提案

ネズミ講の勉和 破 結の必然性は図3を用いて説明さ

れることが多い こ の説明はマルチ高法を否定する場合

にもしばしげ利用されてきた

しかし,ネ ズミ講問題の元祖的存在である天下一家の

会ですら,こ の説明に対して,「数字上の合員数は延べ
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表 3 JⅢ F年 の〕郭対象 リスト

あなたと醸見類りの
あらめる人を思い浮かへましょう

1廻 “

2R「 E=町 0●“

0ロ

4ク ルーツ 題,,― ,,c

,■

S近 所て高E")

Sコ t栞 0大

'タ レた,知 ぅrtヽ、大
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(注|1主圧 |ヽHよ ,1砿JI

し,■ lt時期を(理論 ■)大1幅に遅lF=せ た現代のマルチ

■ま組織 に対 して こ の JL"は 役に5,たない た いてい

のウ合 「有rtする人力1よく持ち出す型日'Jと 促え■

れ,実 際に日本人4員 が大会すること|=ないので, この

計算式は非現実的などと一はされる

それでは,実 際マルチ“との勧話現場において証を対

箕としてFllれしⅢ組紙411″)加人者とを増大させている

のであろうわ

表 1は マ ルチ市法販売卓 183名と'1家に 「初めてマ

ル十高法の話を持しかけてきたの1よ誰かJを 詞■した枯

紹″

表 1 れ ,モ ヤルチ■ユ"Frを 持,|ヽ |て とに,,1■ か

家な 気 技 |  1 科 意J“ "加 人 29

点ヽ聞 r"友 人 51    そ の仙 41

字接閑イの打人 | 合 計 ]Ⅲ

m喝 関係“)友A じ0 (|"前辞 1ヒ担 lf真 より与拭

表 2 1コ■■う仙古対象'ス ト

1安千:,岩_ングッ  ■方Ⅲどんな人をAH‐てい=すか,

日本Ⅲ■た口tト

ヽl i  t人     |

1岳,得'IF・
i n'あヤ

せ町,いt→→ぅ|!1‐Ⅲ

ヤh,1:|を̀"うナ'・ r

十1ル1堺  ゆⅢ“! りlrit

でい ,実 人員ではない 舎 出独を限定 し再l l入でさる仕

組みにすれば円を持 く形にな り無限に荷 く|と反論 して

いた■ ま してやドtビに和性化 した報科 プランをキ 用

72

央てある'

表 2は  あ るfル チ舶法の 1,76年の勧晟対象 リスト

である1.t友人知人,桐 Ft 家京などを前話した後)最

終的に不信定多数を勧訪対象に,る ことがわかる 表 3

ti,2り,F ttrl業界詰Elt tされた勧訪対象リストであ

るHl共 2か ら長 3ま で時間的に30年1■上経j占してい

るが)を の内奇にはほとんど変化がない 最 終的に不信

定多数を前訪対負にする点もまった (同 じである

小町(200S)は,人 と人との撃がりや所に生回に有目し

た勧話l「界前を11茉している口t図 41=勧話■象の■JI択

‖;舟榊】 |
f卜っ 五″ |ラスタ,rあヽ|
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1 但しこれはPJと ,′ゎ61-21 )と の三なり,1な(場合

1 連ヽ の■ ュヽニティで|よPJの ように市なり"iあり そ

十 の場台P.,i3拒 日の段陪て動討 る畑人集合i

I   PJ Pコ
¬P】~軍Pコn.

|  に限定さヤtる

比 '々力
"力 …々々H力

由'4 ' つ々,■力よつ4'″

=月

(注)十 情の増鍋 1掲 示板向 ONE(ア ースウi― カー)2りいヽ

年 10月 ヤリ06年 11月の発言を分析

図 5 ラ ースウォーカーに関する発言1内沓の推移

冠注意「rr起など)消 費者への情キに提供を実施しているい

が, 」胆業者の実名の早期完令公開までには,い ハード

ルうtある

単体tFJ業者名に関する情報収集においては,マ スコミ

よリインターネットのほうがFP時性 具 体t上という点で

使れている

を図示したものである 小 口]お過去に実施した元披売F4

の間取 ,罰 合 的などにおいても̀ 「もう註も仙市できな

い時が来るJと の経験融が多く聞かれた

「友人知人への仙話Jは マルチ商法の宿命である こ

れよでの破忙理論では勧誘者と被I」誘者の人1剖関係や所

属朱出が考着されていない 一 人の人間が持つ友人知人

の数と所に集団ならびに
一定範囲内での集団の数とに若

目すれば Ij誘 のlP界が米ることは必然である 地 TI全

体で凡た場合も同じである ttttlR早 説は`マ ルチ商苫

販売草や元販売帰の実感に対したものであると考える

4 情 報化社会におけるマルチ商法対策

41 イ ンターネットによる苦情 被 曽情報の入手

マルチ商とは組織拡大の降Ⅲ鼠草式に枝害者が増えて

いく竹徴があるため,消 費者は問題業者の実名をいち早

く把握する必要がある

マスコミ報道は1吉報の入子先として普及しているが,

実際には■店や紋キが発iし てから大手マスコミで取り

上十チられるまでに大きな時間遅力わi41じる 現 状を見る

限り公的機関の発表に追脱している 公 的機関も■席や

相談件数がある程度の数にならないと業者を名指しした

公表や摘発を行わない 現 在 国 民生活センターや各地

の消費生活センターにおいて、消費生活侑報の提供や年

42 イ ンターネットの即時性 具 体 との例一大学生

の被害笥列に基づいて

この調査では,大 ヤ生をキな勧訪対象とした2社 の■

例を取りにげた 145栞地方の大学生の間で流行したウィ

ーズインターナンコナル、および関四地方の大学生の問

で流行したアース,■ ―カー(ONE)で ある

この 2 JI例を取り'げた型由は次のとおりである

(1)大 学生は
一般的にインターネット普及平がh

く“ ネ ット【情手P,隼 する声ヒカも持合せている

牟団である

(2)大 手fル チ企業も入会している(社)話 J販売協

会の迪鎖販売(マルチ南法)に係る自ittiJに お

いては、ヤ生をビジネス型敗売員として勧誘す

ることは禁■されている し かし,す卜合ヽ企業

にこの規制は次ばない 学 生を主な勧誘対象と

するマルチ企業は消費者Tlキを起こす 4J化性が

高く 社 会問題化しやすい ま た, こうした企

業においては、経営者やプロ会貞らが次々と別

会社を設立し、以前の紋害者を二次的議するHl

托1ともあ, そ の対策がを務である

図 5は インターネットでアースウォーカーに関する情

キ『=れ の 中心的存在であった掲示板いにおける発言数

の推卜である 公 的紙1町やマスコミに張ぺて早い時瑚か

ら活たな情報交換が展開している

図 6Ⅲ図 7は 卜J娼化の経練である ウ ィーズインター

ナショナルの場合は大ヤ 公 的機関 マ スコミが反応し
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図 6 ウ ィーズインターナショナ,J出題の経構

ウィーズインターナショナル(J6参 照)

1999年設立 二 に関東地方の大学生らをター

ゲットにマルチ1晰まで健康資品などを販売 イ

ンターネット上では2002年不rFから業者名が

挙がり問題視されていた

2003年秋には消費者センターが業者名を伏せ

て緊急lF害1青報を出し、いくつかの大学におい

ても 「マルチ商法に汁意Jな どの注意喚起がな

され,新 聞なども業者名をよせて報道した

2004年 1月。経済産業省が文部科学行にこ意

1奥起を要請 同 年 3月 ,東 京都が業者名を公表

したため,新 聞なども業者名を出して一斉報

道 し かしⅢ同社は実名公表前月から既にすす

ンアーク事業部を名乗 り事業を展開していたた

め 2年 後の 2006年 3月 末に東京都が 6か 月

間の取引中止命令を出すまで大学■らの技きは

続いた

アースウォーカー(ONE)(国 5お よび図 7参

照)

2003年 12月 にONE設 立 携 市電話広告事業

S社 の主要学部が岡業したとの証が有カ ネ ッ

ト上では2003年ll頃からS社 からの移寄への

疑FgHす勧誘方法への音情などが書き込まれてい

た iに 関西地方の大学生らをターゲットにマ

ルチ商法形式でカタログ配布事業を展開

2004年 1月 末にはアースウォーカーを者乗 り

始める 大 学■間でrttし たことからネット上

でも勧誘方法への苦信jク ーリングオフの方法

等のFng合せが多数なされた 同 年 11月 にはい

くつかの大ヤで業者名を明記したメールなどで

学上に洋意喚起 新 関などでは業者名を伏せて

報道された

例 I

( 1 )

(2)

(3)

( 1 )

(2)

例 2

図 7 ア ースウヵ―カー事作の経緯

始 める約 1年 十前,ア ースウ」一方―の場合 は約 10か

月前か ら問題企業 に対する疑問や割 青がインターネット

掲示板 に書 き込 まれていることがわかる

フ4

(3)2oo5年 6月 `経 産省が 3か 月間の取引停止命

令を出し,新 聞なども実名報道 同 年 9月 ,紋

害者対策弁護団からネズミ譜で告発され,更 に

12月 には継続会社であるAJCN社 も台めて損

害賠償計訟を起 こされた 2006年 7月す幹部

らが逮捕された

43 イ ンターネットでの情報安換とその問題点

(1)名 誉業損のルール

インターネットの1吉報交換は即時tF 具 体性の点から

も惑質西法対策として有効である し かし,実 在の業者

の実名を出して議論することは, しばしば名誉棄損や営

業妨害の問題を伴 , ウ ェディング問題いの際にも指

摘されていたように,イ ンターネット登場以前の社会状

購伸輸じ

鞍製製鎌野

軒闇らが逮捕される

1側科iⅢ
ⅢⅢrⅢ
メ

寄資彗ミ増]露ど験g

Ⅲ,W卓設定

加い子

漱llllll

|

蜘 年歓

掛吟 lЛ

畔 2 '

2m年1月

|"ア新
活醸

脚時3月
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況に合わせて作られた名誉要損に関する法律は`既 に現

状と噛み合わないものになっており,電 子環境における

新たな法律の整備が必要との指摘がある中 こ れは掲示

枢のみならずブロダについても同様である

(2)匿 名掲示板における発言責任

インターネット掲示板の問題点を語る際,常 に話題と

なるのが匿名性の足井である こ とに消費者問題におい

ては、営業継続中の企業の実名を挙げて議論 苦 情報告

することになるため,掲 示板管理者のみならす発言者も

そ期 日応の責任を負う必要があるとの主張もある 一 方

で,ネ ットの中では匿名性に守られているからこそ,自

由に発言することができ,相 融者も個人的な事信を打ち

明けて桐設できるという見解もある 今 後もインターネ

ットの掲示板にパブリック ヨ ミュニァィの役割を期待

するのであれば,「公的な場所に開かれた私的な集ま

り1'Jと いうインターネット掲示板の特質を踏まえた上

です発言の責[を 何らかの形で明らかにする方策が必要

になろう

ネットコミュニティW究 においては,設 増J子としての

仮名がある 「仮名的匿名性Jと =そ れがない 「無名的匿

名性」とが指摘され,ア イデンティティ構築およびサン

クション過程の変容などについて研究が進められてい

るコ!Linuxや ウィキペディアのように、「個Jの ポラ

ンティア参加によって構築される知的成果,お よび自動

秩序形成システムについての見解20も ,寒 質商法対策

サイトに通じるものがあり,Web進 化という観点から

も今後の動向が注目される

(3)公 的極間との連携

最近、消買者行政の
一元化を目指した消費者庁構想が

諭議の的になっている マ ルチ商法対策においても̀ 消

費者保護のための迅速で効力のある消費者行政が以前か

ら望まれていた 消 費者 トラブルの情報収集と調査分

析す消費者やマスコミヘの情報提供j行 政による注意嗅

起や業者のll分,加 えて殺害者の救済に三るまで,一 元

化に寄せる期待は大きい

マルチ高法は身近な人から勧誘されるためs トラブル

が発生しても公的機関への相談を時踏うケースが多い

また,絞 害者の中には欲を出した自分に非があると考え

る者,マ ルチ高法の複害を局囲に嘲笑されることを恐れ

て立き寝入りする者もいる ネ ットの匿名性はこうした

人たちに相談の場を提供してきた経績がある 消 費者保

護行政を一層推し進めるためにも、公的機関とインター

ネット内情報との連携を塔密にしていく必要がある

5 イ ンターネッ トでのルーツ トレーシングによ

るマルチ商法対策

マルチ系企業の経宮者やプロ会員 マ ルチデャンイー

(マルチ南法常習者)のルーツを探り,そ の人脈や活動内

容を明らかにする取組みは,マ ルチ南法業界を専門とす

るジャーナリストや研究者 実 務家 ア ナリストたちが

以前から実行していたことである

例えば,悪 徳商法被害者対策委員会の堺次夫会長は,

マルチ商法組織の分裂と増猶について,一 つの組織のル

ーツを探ると,1970年 代に消費者問題を多発した悪質

マルチ組織にたどり若くことを示している2, ジ ャ_す

リストの高山俊之も,マ ルチ南法の組織分裂や人脈系譜

について,そ の著書などで詳細に解説してお ,2り,波 和

二がAPOジ ャパンを辞任した際の,「マルチは禁断の

木の実に似ている 麻 業みたいなものでもあるJと の発

言から見えてくるプロ会員やマルチジャンキーの姿にも

触れているつ

車F 家ヽの頭の中には人脈以外にもマルチ商法関連の

様々な情報が蓄積されている(図8)と きには専門家同

士の情報交換などでデータ量を増やしつつ,必 要なとき

図 8 ルーツトレーシングのための各種データ

勧誘対象(タ
ーゲット)

大草亡者ttw口封4と,る
o,,■草ヽ ■細

図 9 勧 誘対象に着目したデータ

フ5
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に必要な情キにが引=出 Ⅲるようになっている 例 えま,

プロ全員や経営者の前話対魚傾向を例にとると、「大■

生マルチZ社 には 以 前摘発された人学iマ ルチX■

の残党がえ り込んでおり,X社 の名打を用いてヽび大

■生をlFJ誘しているJⅢ「ちの経営者|=手:iができ,|■前

からマルチ高法やJt古話を聴党障キ者に1+ちかけてい

たJと いった単有である

この■,な ルーツトレーシンダのために|=_Iド」的知識

と経敗、長ltq的にわたち惜十即世年が1必要である 同 様の

ことを一,世消すヤになめるのは無コ|がある し かし イ

ンターネットの普及は
一喪消空者にもある程度のルーツ

トレーンングを可市'にしている

f,十 商法とネット社会の関係は意外と古い 本 ッコ

ン通信の時代からネットワーカーはマルチ内法を‖陛 れ

しており,情 報=拠 や吉見=rtを 行,て いた ネ ッ 1の

店 1々1とがマルナ市世ilH試の心■!Il lハードルをにくしてい

た一泊もある イ ンターネィトの■kに 1リ ツ`ツコ■と

信時代よりはるかに■人数で広価四からの情1取R坐 が可

能になった ■ 門的サイトでは彬大な過去情TP t吉情さ

2■ⅢⅢイトによっては専P号家も多加したり,問 町して参

■にしている 推 ■Ⅲイトからこうした■ド」的ナイトに

たど,お く!と で マ ルチ企業の経常者やアロ会員″)継

性を十ることができる例もある 2ち ■んなるなどのL

名消示ににおいても信頼性の高いスレットであれば、措

度の高い信ヤ『を大手できる

|っ とも,禎 索可能なlH丁には限度がある マ ルチ企

業の経営者や者名なプロ会いであれば個人名での校夕も

可|'だが,知 名プロ会員十マルアジ■ン千―い場合には

411しい イ珂 桜☆キや』|■したばかり1津 者の場台,会

社ヽでの強索も難 しいことがある

業者名を芋げてネット上で託諭,る ことは、業者から

のクレームを打 (「いヒtよがあることは43飾 (1)(2)

で述 たヽ とおりである 加 えて,経 tイ者やプU tt Hな

どⅢ個人のルーツトレーシングに =プライ′ヽラーに書な

ど 人 権問題も最くのしかかってくる 発 言者が特定さ

れないよう ■ ントトでは明示的な比吉を逃ける十 1い

る

故京技術に関する課題もある 会 社名を実名で■くこ

と,ル ールにしている.あ る●門的サイトの主十■は,

実そi」の埋門の つ と1,て、「非竹に技術的な運山で,

が 伏 ■やイニシiル だと 1校索が不,「市ヒJと いうこと

があげ●Ⅲ■す!。|と す常摘する デ ータマイエングの地

えるよ胆も本官的にこメ■と似ている Ilえ ば,「ニュー

ウエイズ(Nc、arS)J をⅢ「ニュ ー(工[イ ズJ「N社 J

「打道ズ|の ように甘きj△んであった場令)検 索な閑幹

76

ニューウエイズlN・vays)の場合

【A■ Jて ■ イニシャルの函】

‐エーツ=イア ‐■ウェイズ ‐‐-Oiイ ア 」l―え―,

立 直 ズ エ ッエ ィ ズ NWtt N● HIl, Hど dAIS

iO‐ロークロニEイロ/

【苺房的=配の"】

本に人"Mおよヽ なやってるや,テ  トンア張■寓'Nヽのマル, 4稼 Ⅲ■
3,コのに分を,,tiル テ大手 剖==江斑窺■本ク,れたとここ 芭″“
サーI―ナスめ|こ■ 車ヤンi,■ってるヽ ヤ 氏エコ立のとヽ な 存まり
XX" ■`臣り■社

F■ 当て■ イニンヽ ルなどてテータ入力されるとその強め横策お(困確になる
,一ツトレーテンケンステムいえ0ためにはこ、i頚 すOⅢ貫イ知い起電など) どヽ受になって(る

図 10 革者 ;検 イにおける,一 ツ |レージヤアの口恒

入力文字 ヒット敷

ニューウエイズ

ニューOエイズ

37万2000件

70万100014

86万8000件ニ ュ ー ウ エ イ ズ

NW社 53101年

,Lウエイズ 3 95014

新道ズ 61年

ニュエイズ 不 可

(注Ⅲ2118年lH5日 検■

図 1l Ccorに使■浩呆つ女例

になる 「XXが 広告岩のところJや 「マキンモル売っ

てる会社J「業務や止命Ⅲ 3か 月のl■分を受けたマルチ

大手Jな ど、関連用語や詢明11表花で3き 込まれると■

に「介である

一般消貸者も気にに活用できるルーツトレーシンダン

ステムを‖無するためには こ うした壁を栞り魁えち方

栄(コ1的ll型など)が必要になってくる

6 む  す  び

情報化社会の進展とともにマルチ■=や その対策研究

も一大な機を迎えている こ れまでの取nHrtに加えて市

ヤr分野およrl問せ分野で次に示す研究が不可欠である

(1)マ ルナ商法の軒「t配分プランに対して消費キの

対応をあわせた社会シ =Jレ ーションによっ

て、社者伝服の動向を予‖|する

(2)イ ンターネットlFJ示板の 1,に 即時円モ 具 体化

のあるツールをより有効利Flする Vヽebサ ービ

スシステムを開発する イ ンターキィトでのマ

ルチ南と対策を容易にするルーツトレーシング

の方式■開比する

(3)イ ンターネット指示れについて以に指摘されて
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いる名誉葉損。営業妨害などの問題に対して,

″やブリック コ ミュ‐テ″,ネ ットワークの房

名性の検討を法律改正をも視野に入れて推進す

る

(4)公 的機関との連携を一層緊密にする
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